
本県における平成24年の管理的職業従事者のうち女性の占め
る割合は、14.4％と全国平均（13.4%）を上回ってはいるものの、５年
前の平成19年（14.4%）と比し全く改善が見られていない。
県内の多くの企業にとって、女性の育成・登用を進めた結果に得

られる利益が見えにくいこと、また、都市部の企業とは異なり、女
性登用を進める状況には未だないと感じているなど危機感が希薄
である。

地域の実情と課題

女性の大活躍推進佐賀県会議
公益財団法人佐賀未来創造基金

本県は地域の経済界が中心となり組織された「女性の大活躍推
進佐賀県会議」や地域における女性の活躍を支援する中間支援
組織などと連携の上、職場だけではなく、地域での女性活躍推進
を図っていくこととした。

連携団体

積極的に女性活躍推進に取り組む企業が増えたようには感じて
いるが、セミナーに参加しない企業や女性活躍推進の必要性を理
解して頂けていない企業の掘り起しが課題。

女性活躍推進に対するメリットを感じていただけない限り、この取
組が大きな動きとなるのは難しい状況であるため、県としてもメリッ
トを感じていただける取組を進めたい。

今後の課題

複数のターゲット（事業主、管理職、女性管理職、育児休業者）を
設定したことで、県内における女性活躍推進に関する認識が進み、
数値目標として設定した数値をすべて達成することができた。

①会員登録数 目標：55件 実績123件
②年休取得率 目標：44.2% 実績：45.8%
③制度導入事業所数 目標：20事業所 実績：32事業所

事業の効果

地域女性活躍推進事業【佐賀県】

地域経済の活性化を図っていくため、女性の活躍推進は喫緊の
課題。また、こうした状況下においては、仕事と家庭の両立は必須
の課題であることから、以下の3つを数値目標に掲げた。
①女性の大活躍推進佐賀県会議会員登録数 目標55件
②年次有給休暇取得率 目標44.2％
③仕事と育児の両立支援制度導入事業所数 目標20事業所

目的・目標

複数のターゲット（事業主、管理職、女性管理職、育児休業者）を
設定し、県全体における女性活躍推進への理解促進及び機運醸
成を図った。
また、アプローチの方法も、事業所への戸別訪問、セミナーの開

催、ホームページの整備など、多方面から行うことで、細やかな対
応を図った。

事業の特徴



事業の概要

☆管理職セミナー

開 催：平成27年10月～12月で延べ4回

講 師：加留部貴行事務所ＡＮ-ＢＡＩ代表 加留部貴行氏
株式会社イーリアス代表取締役 天野英樹氏
福岡県男女共同参画センター館長 松田美幸氏

概 要：前編、後編の2回で開催。前編で問題点の認識、後編は、
前編で認識した問題点の課題解決という構成で開催。

☆女性管理職セミナー

開 催：平成27年10月～11月で延べ4回

講 師：株式会社ｵﾌｨｽﾅﾁｭﾗﾙｽﾞ代表取締役 草原祥子氏
福岡女子大学女性学び直し支援室ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 岸智子氏
ほかロールモデル3名

概 要：ｽｷﾙｱｯﾌﾟを目的としたｽｸｰﾙ形式と交流を目的としたﾜｰｸ形式
のｾﾐﾅｰを開催。他企業の女性と交流ができ参加者にも好評。

☆育休復帰支援セミナー

開催日：平成28年2月3日（水）

講 師：NPO法人ﾏﾏﾜｰｸｽ研究所理事長 田中彩氏
NPO法人ﾏﾏﾜｰｸｽ研究所理事 中山淳子氏
ほかロールモデル3名

概 要：子育てと仕事の両立に対する不安解消を目的と
したセミナーを開催。育休からの不安な気持ち
を参加者同士で共有することで勇気づけられた
参加者も多数。



事業の概要

☆経営者インタビューによる広報事業

佐賀新聞1面へ、県内企業経営者のインタビュー記事を掲載。
また、取材内容を含めた女性活躍推進に関する情報を冊子として作成し、県内各所
へ配布。

＜取材に御協力いただいた経営者の皆様＞
①平成27年09月 株式会社佐賀玉屋 代表取締役 田中丸雅雄 様
②平成27年10月 佐賀共栄銀行 代表取締役頭取 二宮洋二 様
③平成27年11月 宮島醤油株式会社 代表取締役社長 宮島清一 様
④平成27年12月 聖徳ゼロテック株式会社 代表取締役 古賀鉄夫 様
⑤平成28年01月 松尾建設株式会社 代表取締役社長 松尾哲吾 様
⑥平成28年02月 久光製薬株式会社 専務取締役 杉山耕介 様

☆ホームページ内にお役立ちサイトを新設

女性の活躍を推進することを目的に、「働きたい
女性」「地域で活躍したい女性」「女性の登用を図
りたい企業」といった視点で、県内外の支援サイト
を分類。目的に応じた検索をしていただくことで活
用いただけるサイトを新設。


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3

